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Ⅰ 平成２７年度９月補正の趣旨

今回の補正予算（案）は，口永良部島新岳噴火による被害に対する災害救助，梅雨期の

豪雨による被害に対する災害復旧事業及び災害関連事業等に要する経費を計上するととも

に，口永良部島新岳噴火や桜島の噴火警戒レベルの引上げによる風評被害の軽減を図るた

めの誘客対策に要する経費を計上することとした。

また，新たな奨学制度の創設に必要となる経費や国の内示等に対応した経費を計上する

など所要の措置を講じることとした。

（単位：百万円，％）

２ ７ 年 度 ２ ６ 年 度
区 分 ９ 月 現 計 (Ａ)/(Ｂ)

補正前の額 補 正 額 補 正 後(Ａ) (Ｂ)

一 般 会 計 814,313 6,303 820,616 792,235 103.6

（参考）

○財政調整に活用可能な基金残高（平成２７年度末見込）…………２５０億円

平成２６年度末残高（２７９億円(決算)）比 △２９億円

○県債残高（平成２７年度末見込）……………………… １兆６，５２１億円

平成２６年度末残高（１兆６，６８７億円(決算)）比 △１６６億円

臨時財政対策債等※を除いた残高 １兆１，６１０億円

平成２６年度末残高（１兆２，０４２億円(決算)）比 △４３２億円

※平成19年度以降の減収補 債

Ⅱ ９月補正予算（案）の主な内容

１ 災害復旧対策

口永良部島新岳噴火による被害に対する災害救助，梅雨期の豪雨による被害に

対する災害復旧事業及び災害関連事業等に要する経費を計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

災 害 救 助 費 ２４０

口 永 良 部 島 防 災 施 設 整 備 緊 急 支 援 事 業 ２６

公 共 事 業 １，２５９

県 有 施 設 災 害 復 旧 事 業 等 ３８６

合 計 １，９１１
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２ 口永良部島新岳噴火や桜島の噴火警戒レベルの引上げによる風評被害の軽減を

図るための誘客対策に要する経費を計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

観 光 か ご し ま 誘 客 対 策 特 別 事 業 ５２

国 民 文 化 祭 誘 客 対 策 特 別 事 業 ２０

国 民 文 化 祭 県 外 誘 客 強 化 事 業 ８

３ 大学等入学時に対応した新たな奨学制度の創設に要する経費を計上することと

した。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

大 学 等 入 学 時 奨 学 金 貸 付 事 業 ７２０

４ 耐震診断を義務付けられた大規模建築物等に対して，耐震改修等に要する経費

を計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

建 築 物 耐 震 化 促 進 事 業 ２

私 立 幼 稚 園 耐 震 化 促 進 補 助 事 業 ７

５ 寄附金を活用し，国際交流センター（仮称）の整備に要する経費を計上するこ

ととした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

国 際 交 流 セ ン タ ー （ 仮 称 ） 整 備 事 業 １，０００

６ その他の事業

(１) 国の内示等に対応した経費を計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

新 た な 広 域 連 携 促 進 事 業 ３

緊 急 医 師 確 保 対 策 事 業 ８

地 域 生 活 定 着 支 援 セ ン タ ー 運 営 事 業 ３

原 子 力 発 電 施 設 立 地 地 域 基 盤 整 備 支 援 事 業 ５００

海 岸 漂 着 物 地 域 対 策 推 進 事 業 ７７

大 隅 加 工 技 術 研 究 セ ン タ ー 試 験 研 究 事 業 ６

農 業 経 営 法 人 化 等 緊 急 支 援 事 業 ４

畜 産 ク ラ ス タ ー 事 業 ４１７

鴨 池 公 園 運 動 施 設 改 修 事 業 ３８１
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(２) 医療・介護サービスの提供体制の整備を推進するための事業に要する経費を計上

することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 造 成 事 業 ３７２

地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 充 当 事 業 １０１
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Ⅲ　９月補正予算（案）の姿

 (Ⅰ)　一 般 会 計

　 １　歳　　入

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 県 税 141,354 0 141,354 17.2

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 55,088 0 55,088 6.7

３ 地 方 譲 与 税 30,675 0 30,675 3.7

４ 地 方 特 例 交 付 金 461 0 461 0.1

５ 地 方 交 付 税 265,609 681 266,290 32.4

６ 交通安全対策特別交付金 705 0 705 0.1

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 6,305 7 6,312 0.8

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,092 0 11,092 1.4

９ 国 庫 支 出 金 139,380 2,559 141,939 17.3

10 財 産 収 入 2,366 0 2,366 0.3

11 寄 附 金 10 1,000 1,010 0.1

12 繰 入 金 27,893 1,420 29,313 3.6

13 繰 越 金 2,000 0 2,000 0.2

14 諸 収 入 23,244 8 23,252 2.8

15 県 債 108,131 628 108,759 13.3

814,313 6,303 820,616 100.0

（注）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。

補正前の額 補　正　額

合　      計

款　　　　別
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　２　歳　　出（目的別）

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 議 会 費 1,374 0 1,374 0.2

２ 総 務 費 40,492 2,036 42,528 5.2

３ 民 生 費 101,372 728 102,100 12.4

４ 衛 生 費 57,198 408 57,606 7.0

５ 労 働 費 2,864 0 2,864 0.3

６ 農 林 水 産 業 費 70,521 564 71,085 8.7

７ 商 工 費 8,969 170 9,139 1.1

８ 土 木 費 93,596 1,262 94,858 11.6

９ 警 察 費 37,283 0 37,283 4.5

10 教 育 費 181,891 749 182,640 22.3

11 災 害 復 旧 費 11,560 386 11,946 1.5

12 公 債 費 148,691 0 148,691 18.1

13 諸 支 出 金 58,302 0 58,302 7.1

14 予 備 費 200 0 200 0.0

814,313 6,303 820,616 100.0

補正前の額 補　正　額

合　      計

款　　　　別
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　３　歳　　出（性質別）

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 人 件 費 227,216 0 227,216 27.7

２ 物 件 費 27,918 103 28,021 3.4

３ 維 持 補 修 費 4,314 5 4,319 0.5

４ 扶 助 費 118,501 0 118,501 14.4

５ 補 助 費 等 116,407 2,376 118,783 14.5

６ 普 通 建 設 事 業 費 146,033 2,341 148,374 18.1

(1) 補 助 106,668 1,640 108,308 13.2

(2) 単 独 39,365 701 40,066 4.9

７ 災 害 復 旧 事 業 費 11,357 386 11,743 1.4

８ 失 業 対 策 事 業 費 0 0 0 0.0

９ 公 債 費 148,223 0 148,223 18.1

10 積 立 金 8,820 372 9,192 1.1

11 出 資 金 368 0 368 0.1

12 貸 付 金 3,078 720 3,798 0.5

13 繰 出 金 1,878 0 1,878 0.2

14 予 備 費 200 0 200 0.0

814,313 6,303 820,616 100.0合       計

補正前の額 補正額区　　　　分
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 (Ⅱ) 特 別 会 計

   　病院事業特別会計

    （単位：百万円)

事 業 収 益 19,130 0 19,130

事 業 費 用 18,558 0 18,558

資 本 的 収 入 1,247 7 1,254

資 本 的 支 出 2,080 7 2,087

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補てんする。

補正後予算額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

補正前の額 補　正　額区　　　　　分
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(Ⅲ) 公共事業調書

公共事業

（単位：百万円，％）

平成２６年度

事　　　業　　　名 ９月現計 補正前の額 補　正　額 補正後予算額 伸び率
（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)/(Ａ)

道 路 27,734 27,449 0 27,449 99.0

河 川 4,711 4,557 0 4,557 96.7

海 岸 592 750 0 750 126.7

砂 防 10,661 10,662 1,259 11,921 111.8

港 湾 8,540 8,501 0 8,501 99.5

空 港 334 259 0 259 77.7

都 市 計 画 1,598 1,581 0 1,581 99.0

住 宅 2,006 1,986 0 1,986 99.0

直 轄 負 担 金 10,208 9,498 0 9,498 93.0

小　　　計 66,384 65,243 1,259 66,502 100.2

林 道 2,407 2,407 0 2,407 100.0

治 山 3,477 3,477 0 3,477 100.0

造 林 1,619 1,619 0 1,619 100.0

直 轄 負 担 金 260 260 0 260 100.0

小　　　計 7,763 7,763 0 7,763 100.0

漁 港 6,417 5,262 0 5,262 82.0

沿 岸 漁 場 整 備 1,109 1,117 0 1,117 100.7

小　　　計 7,526 6,379 0 6,379 84.8

農 業 農 村 整 備 22,005 23,124 0 23,124 105.1

直 轄 負 担 金 513 535 0 535 104.3

小　　　計 22,518 23,659 0 23,659 105.1

104,191 103,044 1,259 104,303 100.1

平成２７年度
区
分

合　　　　　計

土

木

関

係

林

務

関

係

水
産
関
係

農
政
関
係
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Ⅳ 新規施策等の概要
（注） …新規事業

事 業 内 容 予 算 額

千円

１ オープンな県政の展開と持続可能な行財政構造の構築

○ 新たな広域連携促進事業（市町村課） 3,091

人口減少社会における地方公共団体間の新たな広域連携の促進を

図るため，市町村間の広域連携では解決が難しい課題に関して，県

と市町村が連携して取り組むための検討を行う。

２ 生涯を通じて安心して暮らせる社会づくり

○ 地域医療介護総合確保基金造成事業（保健医療福祉課，介護福祉課） 371,764

病床の機能分化・連携，在宅医療の推進，介護施設等の整備，医 補正後累計

療・介護従事者の確保・養成など，医療・介護サービスの提供体制 2,041,163

の整備を推進するため，基金を造成する。

○ 医療従事者確保対策事業（保健医療福祉課） 6,728

地域医療介護総合確保基金を活用して，看護職員の就業促進・確 補正後累計

保定着を図るため，医療法人等が運営する病院内保育施設の運営費 95,477

を助成する。

○ 看護師等養成所運営事業（保健医療福祉課） 21,621

地域医療介護総合確保基金を活用して，看護師等養成所における 補正後累計

教育内容の充実・向上を図るため，学校法人等が設置する養成所の 302,892

運営費を助成する。

○ がん診療施設設備整備事業（健康増進課） 7,920

地域医療介護総合確保基金を活用して，良質かつ適切な医療を効 補正後累計

率的に提供するため，がん診断及び治療を行うがん診療連携拠点病 34,033

院や地域がん診療病院等に対し，設備整備に要する経費を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 入院患者口腔ケア等推進体制整備事業（健康増進課） 2,827

地域医療介護総合確保基金を活用して，指宿医療センターにおい

て入院患者に対し口腔管理や口腔ケアを実施するため，歯科ユニッ

トの整備や口腔ケア実技等の研修に要する経費を助成する。

○ 介護の仕事理解促進事業（介護福祉課） 12,662

地域医療介護総合確保基金を活用して，介護人材のすそ野の拡大

を図るため，若い世代をはじめ多様な人材層を対象とした職業体験

やイベント等による介護職の魅力の普及啓発を実施する。

○ 介護ボランティア活動活性化事業（社会福祉課） 7,272

地域医療介護総合確保基金を活用して，地域のボランティア活動

の活性化を図り，介護における多様なニーズに対応するため，地域

住民や学生による介護施設でのボランティア体験等を実施する。

○ 介護職員人材確保対策事業（介護福祉課） 11,820

地域医療介護総合確保基金を活用して，介護従事者の確保を図る

ため，介護事業所が新たに従事者を雇用し，介護職員初任者研修を

受講させる経費を負担する。

○ 介護職養成研修費用助成事業（介護福祉課） 10,000

地域医療介護総合確保基金を活用して，介護職員の離職防止や介

護サービスの質の向上を図るため，介護事業所が負担する介護職員

初任者研修の受講に要する経費を助成する。

○ 主任介護支援専門員指導力強化事業（介護福祉課） 2,441

地域医療介護総合確保基金を活用して，要介護者に適切な介護サ

ービスを提供できるよう，各地区のケアマネジメント力の向上を図

るため，主任介護支援専門員の指導力強化の研修を実施する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 介護職員チームリーダー養成研修支援事業（社会福祉課） 3,299

地域医療介護総合確保基金を活用して，介護事業所の業務効率化

や，新規採用職員の離職防止を図るため，初任者の指導的立場にあ

る中堅職員の資質向上に向けた研修を実施する。

○ 認知症対策等総合支援事業（介護福祉課） 4,275

地域医療介護総合確保基金を活用して，市町村の認知症施策に従

事する認知症地域支援推進員などを養成するとともに，今後増加が

見込まれる認知症高齢者へのサービスの質の向上を図るため，県認

知症グループホーム連絡協議会が実施する研修に要する経費を助成

する。

○ 権利擁護人材育成事業（介護福祉課） 4,117

地域医療介護総合確保基金を活用して，認知症高齢者の権利擁護

を推進するため，市町村が行う市民後見人の育成等に要する経費を

助成する。

○ 介護事業所キャリアパス構築支援事業（介護福祉課） 2,176

地域医療介護総合確保基金を活用して，介護職員が将来の展望を

もって働くことができるよう，県内の介護事業所においてキャリア

パスが構築されるための研修等を実施する。

○ 在宅医療・介護連携推進のための拠点整備事業（介護福祉課） 2,000

地域医療介護総合確保基金を活用して，市町村が実施する在宅医

療と介護の連携を広域的に推進するための拠点整備に要する経費を

助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 緊急医師確保対策事業（地域医療整備課） 8,479

専門医の確保及びその質の向上を図るため，専門医養成プログラ 補正後累計

ムを作成する医療機関に対し，その作成に要する経費を助成する。 282,883

○ 在宅医療提供体制推進事業（介護福祉課） 21,800

地域医療再生臨時特例基金を活用して，県医師会が実施する県内 補正後累計

各地区における地域住民等を対象とした在宅医療の普及啓発等の取 161,095

組を支援する。

○ 薬務行政事務オンラインシステム改修事業（薬務課） 1,507

第５次地方分権一括法成立による麻薬及び向精神薬取締法の改正

に伴い，県に移譲される麻薬小売業者間譲渡許可に係る事務等の処

理に必要な薬務行政事務オンラインシステムの改修を行う。

○ 地域生活定着支援センター運営事業（社会福祉課） 3,477

福祉的な支援を必要とする高齢又は障害のある矯正施設退所者の 補正後累計

地域への定着を図るため，地域生活定着支援センターにおいて必要 26,841

な福祉サービスの検討や関係機関との調整等を行う。

○ 安心こども基金総合対策事業（青少年男女共同参画課） 170,373

安心こども基金を活用して，待機児童解消等のための保育所及び 補正後累計

認定こども園の整備に要する経費を助成する。 2,222,026

○ 地域子ども・子育て支援事業（青少年男女共同参画課） 108,216

地域の子ども・子育て支援の充実を図るため，子ども・子育て支 補正後累計

援法に基づき市町村が実施する放課後児童健全育成事業（放課後児 1,349,887

童クラブ）等に要する経費を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

３ 安 心 ・ 安 全 な 社 会 の 形 成 と 県 土 づ く り

○ 災害救助費（社会福祉課） 239,536

口永良部島新岳噴火により島外に避難した被災者に対して，災害

救助法に基づき実施した応急救助に係る経費を負担する。

○ 口永良部島防災施設整備緊急支援事業（危機管理防災課） 25,896

口永良部島において，島民の迅速かつ安全な避難体制の確保を図

るため，町の実施するヘリポート整備に要する経費の一部を助成す

る。

○ 原子力発電施設立地地域基盤整備支援事業（エネルギー政策課） 500,319

本年度創設された国の原子力発電施設立地地域基盤整備支援事業

交付金を活用して，新たに薩摩川内市と阿久根市，いちき串木野市

が行う防災機能の充実強化や地域活性化等の取組に対する支援を行

う。

○ 電力移出県等交付金事業（エネルギー政策課） 100,000

ＵＰＺ圏域の拡大に伴い，対象の市町（薩摩川内市といちき串木 補正後累計

野市を除く）が行う防災機能の充実強化や地域活性化等の取組に対 499,912

する追加支援を行う。

○ 建築物耐震化促進事業（建築課） 2,300

大規模な地震に備えて県民の生命等の安全性を確保するため，法 補正後累計

律で耐震診断を義務付けられた大規模建築物に対して，耐震診断・ 106,408

補強設計に加え，耐震改修費用の一部を助成する。

・対象建築物 昭和56年以前に建築された，３階以上かつ延べ面

積5,000㎡以上のホテル・旅館，百貨店，店舗など

○ 私立幼稚園耐震化促進補助事業（青少年男女共同参画課） 7,013

私立幼稚園の施設の耐震化を促進するため，耐震改修等の費用の

一部を助成する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 感染症医療対策事業（健康増進課） 7,864

韓国での中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）の感染拡大を受け，二次 補正後累計

保健医療圏ごとの医療提供体制を構築するため，第二種感染症指定 188,609

医療機関のうち，陰圧制御装置のない医療機関に対して，簡易陰圧

装置の設置に要する経費を助成する。

○ 感染症医療対策事業（病院事業特別会計）（県立病院課） 7,009

韓国での中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）の感染拡大を受け，二次

保健医療圏ごとの医療提供体制を構築するため，第二種感染症指定

医療機関に指定されている県立 南病院に簡易陰圧装置を設置する。

４ 人と自然が調和する地球にやさしい社会づくり

○ 海岸漂着物地域対策推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 76,903

海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため，海岸漂着物 補正後累計

の回収・処理等を実施する。 248,022

５ 新 時 代 に 対 応 し た 戦 略 的 な 産 業 お こ し

○ 大隅加工技術研究センター試験研究事業（農政課） 6,482

新たな加工・流通技術の研究・開発による高付加価値型農業への 補正後累計

展開を図るため，国の競争的資金を活用し，他の研究機関との連携 19,815

による実用技術の開発に向けた研究・開発を行うとともに，県内の うち ３補

民間企業等と共同で新商品開発に向けた研究・開発を行う。 13,333

○ 農業経営法人化等緊急支援事業（経営技術課） 4,238

担い手の農業経営基盤の強化を図るため，新たに経営承継に向け 補正後累計

た専門家の派遣等を行い，集落営農の組織化や農業経営の法人化・ 12,606

継承に係る取組を支援する。

○ 青年就農給付金事業（経営技術課） 124,500

青年の就農後の定着を図るため，就農直後（最長５年間）の所得 補正後累計

を確保する給付金を給付する。 784,540
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 畜産クラスター事業（畜産課） 416,786

地域一体となった畜産振興を図るため，地域の畜産クラスター協

議会が実施する中心的経営体の収益性向上等のための畜舎や堆肥舎

等の施設整備を支援する。

○ かごしまの地域資源シラスを活用した産業支援事業（産業立地課） 97,416

地域資源であるシラスの全量をコンクリートの材料として活用す

る技術の特許を取得し，その実用化を図るため，県工業技術センタ

ーにおいて実証実験を行うための機器を整備する。

○ 森林整備・林業木材産業活性化推進事業（かごしま材振興課） 12,754

森林整備推進等基金を活用して，利用期を迎えつつある本県の人 補正後累計

工林資源を活用した林業・木材産業等の活性化を図るため，林内路 349,940

網整備を推進する。

○ 観光かごしま誘客対策特別事業（観光課） 52,000

口永良部島新岳噴火や桜島の噴火警戒レベルの引上げに伴う風評

被害の軽減を図るため，国内外旅行エージェント等への正確な情報

発信及び効果的なＰＲ活動を実施する。

○ 国民文化祭誘客対策特別事業（観光課） 20,000

口永良部島新岳噴火や桜島の噴火警戒レベルの引上げに伴う風評

被害の軽減を図るため，割引旅行商品「国民文化祭開催記念－プレ

ミアムお得旅キャンペーン」の追加造成を行う。

○ 国民文化祭県外誘客強化事業（国民文化祭室） 8,000

口永良部島新岳噴火や桜島の噴火警戒レベルの引上げに伴う風評

被害の軽減を図るため，現在実施している県外への国民文化祭の認

知度向上及び誘客対策に加え，北部九州地域におけるＰＲ活動を強

化する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 国際交流センター（仮称）整備事業（国際交流課） 1,000,000

寄附金を活用し，県と鹿児島市が連携し，外国人留学生等の宿泊

機能及び県民と在住外国人の交流機能を有する国際交流センター

（仮称）の整備に要する経費の一部を負担する。

６ 快 適 で 活 力 あ る 生 活 空 間 の 形 成

○ 肥薩おれんじ鉄道を核とした熊本・鹿児島広域連携誘客事業 20,550

（交通政策課）

肥薩おれんじ鉄道の国内外からの誘客や企画営業力の強化を図る

ため，熊本県や沿線自治体と連携して，メディア等とタイアップし

た旅行商品の造成や効果的な営業戦略を構築するための取組を支援

する。

○ かごしま県民交流センター環境改善事業（生活・文化課） 6,555

平成26年度に実施した「かごしま県民交流センター在り方検討委 補正後累計

員会」の提言を踏まえ，当センターの公共空間としての本来の機能 9,259

や統一感を再生するため，１・２階に引き続き，５・６階の設計を

行う。

○ 鶴丸城跡保全整備事業（生活・文化課） 3,852

６月の大雨により，歴史資料センター黎明館北門付近の石垣が一 補正後累計

部崩落したことから，更なる石垣の崩落を防ぐための工事を行う。 285,153
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事 業 内 容 予 算 額

千円

７ 教 育 の 再 生 と 文 化 ・ ス ポ ー ツ の 振 興

○ 大学等入学時奨学金貸付事業（総務福利課） 720,000

大学等入学時に対応した新たな奨学制度を創設することにより，

進学に伴う経済的負担の軽減を図るとともに，本県の将来を担う有

為な人材を育成する。

ア 一般枠

経済的理由により大学等への進学が困難な者を対象とした貸

与制度

イ 地方創生枠

将来の鹿児島を担う人材を育成するため，成績の優れた者を

対象とした返還免除制度

ウ 明治維新150周年記念特別枠

進学意欲の向上を図るため，経済的理由により大学への進学

が困難な者のうち特に成績の優れた者を対象とした給付型制度

○ 新たな学びに関する教員の資質能力向上のためのプロジェクト事業 1,000

（義務教育課）

今後求められる「新たな学び」（主体的・協働的な学び）の指導

方法について中核的指導者を養成するとともに，教員の指導力向上

のための研修プログラムを構築する。

○ 鴨池公園運動施設改修事業（国体準備課） 380,755

平成32年に開催予定の「燃ゆる感動かごしま国体」において，競 補正後累計

技会場となる鴨池公園運動施設について，必要な改修を行う。 545,504

○ 鴨池陸上競技場Ｊリーグ対応備品整備事業（保健体育課） 9,587

鹿児島ユナイテッドＦＣのＪ３昇格に必要なスタジアムの要件を 補正後累計

満たすための備品等の整備を行う。 18,605

○ 総合体育センター管理運営事業（保健体育課） 5,491

鹿児島ユナイテッドＦＣのホームスタジアムとなる鴨池陸上競技 補正後累計

場において，Ｊ３の公式試合を夜間に実施するために必要となる照 30,323

明器の補修を行う。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 競技スポーツ強化対策事業（保健体育課） 6,000

本県高校生の競技力向上を図るため，高体連が開催している県高 補正後累計

校総体・新人大会について，運営費の一部を県体育協会を通じて助 91,000

成する。

○ 「明治日本の産業革命遺産」等次世代への継承推進事業 5,000

（世界文化遺産課） 補正後累計

世界文化遺産登録が決定した「明治日本の産業革命遺産」の価値 15,557

や歴史的背景等を情報発信するため，関係自治体が連携して行うア うち ３補

プリケーション開発経費の一部を負担する。 10,557

○ 国民文化祭県外誘客強化事業【再掲】（国民文化祭室） 8,000

口永良部島新岳噴火や桜島の噴火警戒レベルの引上げに伴う風評

被害の軽減を図るため，現在実施している県外への国民文化祭の認

知度向上及び誘客対策に加え，北部九州地域におけるＰＲ活動を強

化する。
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